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第９７号議案 

 

令和４年度大村市工業用水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第１条 令和４年度大村市工業用水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

 

第２条 令和４年度大村市工業用水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出の予定額

を次のとおり補正する。 

 

（科   目）      （既決予定額）  （補正予定額）   （計） 

支        出 

第１款 工業用水道事業費用  319,837 千円    9,506 千円   329,343 千円 

第１項 営業費用      301,435 千円    9,506 千円   310,941 千円 

 

 

令和４年１１月２８日提出 

 

大村市長 園 田  裕 史 
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既決予定額
（千円）

補正予定額
（千円）

計
（千円）

備 考

1 営 業 費 用 301,435 9,506 310,941

1 取水及び送水費 153,781 9,506 163,287

1 工業用水道事業費用 329,3439,506319,837

款 項 目

令和４年度大村市工業用水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

支 出
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既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

１業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益(△は損失） △101,979 △8,642 △110,621
減価償却費 107,785 0 107,785
固定資産除却費 2 0 2
退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 0 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 35 0 35
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 20 0 20
長期前受金戻入額 △40,856 0 △40,856
受取利息及び配当金 △6 0 △6
支払利息 17,398 0 17,398
有形固定資産売却損益（△は益） 0 0 0
未収金の増減額（△は増加） △14,207 △18,672 △32,879
未払金の増減額（△は減少） △99,107 0 △99,107
たな卸資産の増減額（△は増加） 1 0 1
前払金の増減額（△は増加） 0 0 0
預り金の増減額（△は減少） 0 0 0
小計 △130,914 △27,314 △158,228
利息及び配当金の受取額 6 0 6
利息の支払額 △17,398 0 △17,398
業務活動によるキャッシュ・フロー △148,306 △27,314 △175,620

２投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △194,432 △178,092 △372,524
有形固定資産の売却による収入 1 0 1
無形固定資産の取得による支出 0 0 0
無形固定資産の売却による収入 0 0 0
県補助金による収入 0 0 0
一般会計からの繰入金による収入 71,768 0 71,768
負担金による収入 1 0 1
寄附金による収入 0 0 0
その他投資による支出 0 0 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △122,662 △178,092 △300,754

３財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 203,200 195,900 399,100
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △99,518 0 △99,518
その他の企業債による収入 0 0 0
その他の企業債の償還による支出 0 0 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 103,682 195,900 299,582

資金増加額（又は減少額） △167,286 △9,506 △176,792
資金期首残高 652,273 0 652,273
資金期末残高 484,987 △9,506 475,481

令和４年度大村市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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資 産 の 部　

1 円 円 円 円

(1)

ｲ 206,365,105

ﾛ 191,981,950

△ 115,127,908 76,854,042

ﾊ 2,806,183,992

△ 1,311,115,318 1,495,068,674

ﾆ 1,397,406,338

△ 876,799,726 520,606,612

ﾎ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾍ 3,344,900

△ 2,807,155 537,745

ﾄ 28,920,000

2,328,367,678

(2)

ｲ 382,330

382,330

2,328,750,008

2

(1) 475,481,114

(2) 46,595,200

(3) 0

(4) 2,617,291

(5) 0

524,693,605

2,853,443,613

令和４年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和５年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

船 舶

工 具 器 具 及 び 備 品

流 動 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

保 管 有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計
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負 債 の 部　

3

(1)

ｲ 1,557,382,954

1,557,382,954

(2)

ｲ 14,515,757

14,515,757

1,571,898,711

4

(1) 0

(2)

ｲ 74,072,882

企 業 債 合 計 74,072,882

(3) 4,461,540

(4)

ｲ 984,000

ﾛ 205,000

1,189,000

(5) 125,080

(6) 0

79,848,502

5

(1) 2,119,958,688

(2) △ 1,044,396,676

1,075,562,012

2,727,309,225

資 本 の 部　

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 156,486,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

593,177,908

(2)

ｲ 487,043,520

487,043,520

106,134,388

126,134,388
2,853,443,613

引 当 金

企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債

建設改良費等の財源に

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

未 払 金

一 時 借 入 金

建設改良費等の財源に

法 定 福 利 費 引 当 金

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １２～３８年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １０～２０年 

   船舶          ５年 

   工具・器具及び備品   ５～８年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

令和４年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，０７５，

２３１千円である。

２ 令和４年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金９４９千円

を取り崩すこととする。 

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金１８５千円を取り崩すこととする。 

Ⅲ その他注記 

新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（２０，９２０千円）については、平成２６年度に一括して費用処理

している。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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